
津市農業後継者育成補助金交付要綱 

 

平成３１年３月２９日津市訓第２９号  

 

 改正 令和４年３月３１日訓第４４号 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、将来の農業の担い手を目指す農業後継者の確保及び育成

を図るため、津市補助金等交付規則（平成１８年津市規則第４４号。以下

「規則」という。）の規定に基づき補助金を交付することに関し必要な事項

を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「農業後継者」とは、次の各号のいずれにも該当す

る者をいう。 

 ⑴ 農業への就業に適した健康状態であって、原則として交付の申請に係る

年度の初日において５０歳以下の者 

 ⑵ 本市の区域内に住所を有し、かつ、本市の区域内において農業経営を営

む農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１３条第１項に

規定する認定農業者（認定農業者が法人の場合にあっては、当該法人の代

表者又は役員）の３親等以内の親族であって、事業を継承する意欲のある

者 

 （名称） 

第３条 第１条の補助金は、「農業後継者育成補助金」（以下「補助金」とい

う。）と称する。 

 （交付の対象） 

第４条 補助金は、道府県の農業大学校等の農業経営者育成教育機関（以下

「農業大学校等」という。）に在籍する農業後継者（以下「交付対象者」と

いう。）に対し、農業大学校等における１年間の授業料に相当する額（以下

「交付対象経費」という。）をその対象として、同一の交付対象者につき１

回に限りこれを交付するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、他の公的機関から交付対象経費に係る補助金の

交付を受け、又は受ける予定である者については、その年度に限り、補助金

を交付しない。 



（補助金の額） 

第５条 補助金は、交付対象経費に２分の１を乗じて得た額（当該額が５９，

０００円を超えるときは、５９，０００円）を限度とし、予算で定める範囲

内において、これを交付するものとする。 

２ 前項の規定により算出された補助金の額に１，０００円未満の端数がある

ときは、これを切り捨てるものとする。 

（交付申請の期限） 

第６条 規則第３条第１項の別に定める期日は、補助金の交付を受けようとす

る年度の４月末日とする。 

 （添付書類） 

第７条 規則第３条第１項第４号の市長が必要と認める書類は、次に掲げる書

類とする。 

⑴ 農業大学校等に在学していることが分かる書類の写し 

⑵ 農業大学校等において専攻する課程等が分かる書類の写し 

 （実績の報告） 

第８条 規則第１２条の規定による実績報告書（規則第６号様式）の提出は、

補助金の交付の決定に係る会計年度が終了する日までに、当該年度の課程を

修了したことが分かるものを添えてこれを行わなければならない。 

 （委任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 この訓は、平成３１年４月１日から施行する。 

   附 則（令和４年３月３１日訓第４４号） 

 この訓は、令和４年４月１日から施行する。 

 


